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研究成果の概要（和文）：本研究では次の3つのテーマについて調査・分析を行った。（1）ソニーの詳細な事例
研究を行い、同社がなぜイノベーションと個性的な製品というかつての鋭さを失い、その後どのようにして業績
を回復させたのかについて、そのプロセスを明らかにした。（2）技術と価値との関係性についての研究を行
い、製品の機能的価値以外の安心や信頼と言った意味的、情緒的な価値と技術との関係性について分析し、既存
技術の応用が新たな意味的価値を創出する可能性について指摘をした。（3）工業デザイナーによる技術とデザ
インとの統合プロセスと、それによる競争優位の可能性について論じた。

研究成果の概要（英文）：This study revealed the following 3 points: (1) We examined every detail of 
the Sony's case and showed how they lost their edge and how restored their former glory. (2) We 
discussed a relationship between technology and product value, showed a possibility that utilizing 
existing technologies make a new non-functional value. (3) We showed a possibility of industrial 
designers' integrating process of technology and product design, and the competitive advantage 
gained by the technology-design integration.
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１． 研究開始当初の背景 
 
本研究の最大の命題は、技術力を強化した
メーカーの収益性が下がるのはなぜか、とい
う点にある。従来、国内外のイノベーション
研究・製品開発論研究では、既存企業が非連
続的なイノベーションに直面したときに、従
来の技術や顧客とのつながりなどの組織能
力の蓄積が無効になると、高い技術力を持っ
た企業であっても競争に敗れるということ
が示されてきた。 
確かに、日本のエレクトロニクスメーカー
は、国内に多くの競合企業を持ち、国内市場
で閉じた競争を繰り返したこと、あるいは、
技術に対する過度な依存による過剰品質な
ど、企業内の技術開発が市場における顧客価
値と乖離する側面が見られた。日本は、1 億
人以上の人口を抱え、可処分所得の多い中間
層以上の割合も高く、世界でも有数の市場の
ひとつであることから、日本国内に閉じた製
品開発を行ってもそれなりの収益性が確保
できたという市場の特性もある。この点、後
進の韓国企業とは異なる環境にあるといえ
る。 
このように、日本メーカーの市場と乖離し
た技術依存傾向は日本企業の特性と見る向
きもあるが、かつてエレクトロニクス産業に
よりも収益性が低かった日本の自動車産業
も国内に多くの競合企業をもち、エレクトロ
ニクスと同様の市場環境にあるにも関わら
ず、2000 年代以降も高い国際競争力を有し
ており、日本市場の特殊性と言い切ることは
できない。 
また、日本に代わって急成長を遂げた韓国
エレクトロニクスメーカーも、成長に伴って
独自の技術力を強化してきたが、近年、台頭
し始めた中国メーカーが、かつての韓国メー
カー同様に高い価格競争力によって韓国メ
ーカーの経営を悪化させている。 
ここで重要なのは、競争力を失った日本メ
ーカーや韓国メーカーの技術は、市場から受
け入れられなくなったわけではないという
ことである。日本や韓国メーカーの技術は要
素技術としての部品としては今でも強い競
争力を有しており、中国メーカーの製品にも
用いられている。従来の議論では、技術開発
の方向性に非連続変化が生じたときに既存
企業が失敗すると考えられてきたが、製品の
サブシステムとしての要素技術の方向性を
日本や韓国の企業が見誤ったということで
はないということである。 
それでは、なぜ部品などの中間生産品市場
では技術による競争力を持ち続けながら、最
終製品市場での競争力が弱まってきたので
あろうか。また、それは、自動車産業とは異
なる様相であり、なぜエレクトロニクス産業
において観察されるのであろうか。 

 
２．研究の目的 
 

本研究では、わが国のエレクトロニクスメ
ーカーの製品開発・競争行動の事例研究から
の知見にもとづいて、探索的に仮説構築を行
うことを目的とする。 
具体的には、エレクトロニクス産業の技術
開発プロセス、製品開発プロセス、製品製造
プロセスの３段階、それぞれのプロセスにお
いて各企業がどのような活動を行っている
かの事例収集を行う。同時に、開発段階以外
の外的な要因を考慮するため、各メーカーの
マーケティング活動、流通や顧客に対するコ
ミュニケーションについても情報収集を行
った。 
 従来の議論では、日本メーカーは垂直統合
的な開発が得意で、技術開発や製品コンセプ
ト開発の多様性（効果的な製品開発）には優
れるが、低コスト化やリードタイムに短縮と
いった効率的な製品開発や製造は不得意と
されてきた。しかし、2000 年代以降の日本
のエレクトロニクス産業の低迷を経て、日本
企業でも台湾や中国の OEM/ODM 企業の活
用など、水平分業への対応を進めており、日
本の製造業が垂直統合的であるから非効率
であるという論理だけでは説明がつかなく
なっている。 
また、韓国メーカーも日本ほどではないに
せよ垂直統合的なプロセスでありながら急
成長を遂げ、中国メーカーも分業からスター
トしたものの、最終製品で強いブランド力を
有する企業ほど、より統合的なマネジメント
に移行している様子が伺えることから、かな
らずしも統合の度合だけが競争力の差違に
つながっているとはいえないであろう。 
 こうしたことを踏まえ、もう一度、日本の
製品開発のプロセスを精査することで、そも
そも、この産業において、技術の収益化がど
れだけ可能であるのか、また、どのようにす
れば収益化がかのうであるのか、その糸口を
掴むための情報収集と分析を行った。 
 
３．研究の方法 
 
本研究のコアとなる調査・研究として、
2000 年代以降の日本のエレクトロニクス企
業の凋落とリカバリーについて、ハーバード
大学ビジネススクールのステファン・トムケ
教授との共同調査・研究を 2016 年から 2018
年にかけて実施した。 
共同研究を進めるため、2016 年度秋から１
年間、Harvard University Graduate School 
of Arts and Sciences にて Visiting Fellow
のポジションを得て、同学にて研究に従事し
た。本調査は 2016 年度中に実施する予定で
あったが（本科研は 2015 年 10 月 21 日に追
加採択されたため、コアとなる調査・研究は
2016 年度から開始した）、調査先協力企業の
都合により、本格的調査開始が 2017 年６月
にずれ込んだため、2016 年度は調査先企業と
の調整、NDA 締結、及び、理論的な仮説の構
築を行い、調査計画をブラッシュアップする



ことに努めた。 
同研究と関連して、本邦製造業の国際競争
力について調査を実施、日本及び在米の複数
の日本企業現地法人でのインタビュー調査
を実施した。 
 これらの関連調査とは別に 
 
４．研究成果 
 
トムケ教授との共同調査・研究は、研究期
間内に調査を終え、調査データをまとめたも
のをハーバードビジネススクールのケース
シリーズのケース論文として 2018 年 6 月に
出版した。このケース論文ではソニーの 2000
年代の凋落とリカバリーを取り上げ、同社の
社長、副社長、グループ会社役員、社員多数
へのインタビュー調査や文献調査をもとに、
同社がどのようにかつてのイノベーション
やクールな商品という鋭さを失い、その後ど
のようにして業績を回復させたのかについ
て、そのプロセスを明らかにした。この調査
結果からどのような学術的なインプリケー
ションが得られるかについては今後の課題
である。 
また、日本のエレクトロニクス産業の多く
が、今なお価値創造はできているにもかかわ
らず、価値獲得に失敗していることに鑑みて、
技術と価値との関係性についての研究を行
い、2 編の論文を出版した。これらの研究で
は、製品の機能的価値以外の安心や信頼と言
った意味的、情緒的な価値と技術との関係性
について分析を行い、既存技術の応用が新た
な意味的価値を創出する可能性について指
摘をした。 
更に、2017 年度より技術とデザインのリン
ケージをテーマとした研究に取組んでいる
が、この研究テーマについては、科研費基盤
研究（B）（18H00896）で継続して取組む計画
であるが、予備的考察として、追手門学院大
学の神吉准教授との共著で技術とデザイン
に関する論文を出版した。本研究では、工業
デザイナーによる技術とデザインとの統合
プロセスと、それによる競争優位の可能性に
ついて論じた。 
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